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顧客目線での思考
小売業界におけるコグニティブの未来



IBM Retail 
IBM 小売ソリューションは、破壊的創造性をもたらし新たなアプロー
チ（新たなビジネス・モデル）でビジネス上の問題の解決を図ること
を可能にします。これは、IBM が最先端のモバイル・パートナーシップ、
コグニティブ・コンピューティング・ソリューション開発、M&A、研究・
調査に長年にわたって取り組み、投資してきた成果です。ソリューショ
ンには、顧客中心の小売という約束を一貫して果たすべく、消費者の
ブランド体験の全フェーズならびにブランドとの全対話チャネルに及
ぶ、統合された記録システム（SoR：Systems of Record）、エンゲージ
メント・システム（SoE：Systems of Engagement）、 実 行 システム

（SoE:Systems of Execution）が含まれます。豊富な業界経験と、ソフ
トウェア、コンサルティング、インフラストラクチャーとを組み合わせ
ることにより、IBM は物理世界とデジタル世界を結びつけるために必
要な統合ソリューションを提供することができます。IBMのソリューショ
ンは、協調的かつ革新的な幅広いビジネス・パートナーのエコシステ
ムによって支えられています。

IBM Watson

Watson とは、人間とコンピューターの新たなパートナーシップを築く
コグニティブ・システムです。Watson は、私たちの知識を拡げ、豊か
にします。IBM Watson の詳細については、「IBM ワトソン」と検索く
ださい。

Executive Report
Retail and Watson



要旨

小売業界は、今まさに前例のない変化を経験している。過去 10 年間にわたり、テクノロジー
を使いこなす「よりスマートな消費者」の出現によって、従来の小売ビジネス・モデルが根底
から覆されるような影響を受けている。デパートや大型ディスカウント・チェーンが、年齢、
性別、所得の大まかな定義に従って大衆をターゲットに販売促進を行っていた時代が、各個
人によって構成される市場セグメントに取って代わられようとしている。1

これを受けて多くの小売企業が、予測分析を利用して、今日の力をつけた顧客をより効果的
に引きつける方法を発見し、より多くの収益を生み出し、変わりつつある市場の要求に対す
るはるかに幅広く奥深い見通しを得ることにより、技術的破壊の波に乗ろうと努力している。

しかし、顧客データの量が増加し続けていることから、小売企業のエグゼクティブは、既存
の分析能力では、絶えず変化し増え続ける顧客の要望に十分に応えるために必要な知見を
得るのには不十分ではないかという懸念を抱いている。今日の顧客は、完全に個別化され
たショッピング体験を求めている。つまり、顧客が望む時間、望む場所、望む手段で製品や
サービスの提供、やりとりができることを期待しているのである。

コグニティブ・コンピューティングは、そのリアルタイムに近い学習および意思決定支援機能
により、人間の専門知識を拡張することで小売業界にとっての新たな機会を切り開くことの
できる、一連の新しい機能を提供する。コグニティブ・コンピューティングは、すでに小売
企業がよりパーソナライズされた体験を提供するのに役立っており、小売業界の再定義につ
ながるより幅広いイノベーションを可能にするであろう。

世界各国の 100 名の小売企業のエグゼクティブを対象者としたサーベイに基づくIBM の調査
より、コグニティブ・ソリューションは、さまざまな業界の企業が価値を実現するためにすで
に役立っていることが判明している。小売企業のリーダーは、コグニティブ機能が小売業界
を変革する潜在性を秘めていることを認識しており、それを成し遂げるためにこの機能を活
用する準備が整っている。

コグニティブ + 小売 = 未来

コグニティブ・コンピューティングの時代が到来した。
この時代には、インテリジェント・マシンが人間の脳
の機能を模倣し、社会の最も厄介な問題の解決を支
援する。小売業界に関して、すでにコグニティブ・コン
ピューティングは実現しており、業界を変革する非常
に大きな可能性がある。コグニティブ・システムは、よ
りパーソナライズされたショッピング体験を可能にし、
顧客動向を把握するのに役立っている。IBMの調査に
より、全世界の小売業界のリーダー企業は、この革新
的なテクノロジーをより広範囲に採用する準備が整っ
ており、それによって小売業界の未来が再定義される
可能性があることが明らかになっている。
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業界の破壊的な力に打ち勝つ

小売業界は、前例のない破壊的変化に直面している。小売企業は、こうした変化に対応す
るために新しいテクノロジーを採用しなければならない。つい最近までは、店舗があらゆる
小売取引の基礎であった。しかし、新しい高度なデジタル・テクノロジーの影響で、小売の
パラダイム全体が変化している。今日では、小売企業がそれを好むか否かにかかわらず、実
店舗というのはしばしば「ショールーム」として利用されている。つまり、顧客は店内の陳
列品で製品の比較検討を行い、そしてオンラインで購入するのである。実店舗だけにしか主
眼を置いていない小売企業は、今や深刻な脅威にさらされている。2

以下の 5 つの具体的要因が、小売業界の状況を変えつつある。

顧客の期待の高まり：顧客は力をつけてきており、その期待は絶えず進化し膨らみ続けてい
る。顧客は小売企業に対して、便利かつ迅速なパーソナライズされたサービスの提供を期
待している。例えば、最近の IBM の調査により、顧客の 48% がオンラインの場合には小売
企業がオンデマンドでパーソナライズされた販売促進を行うことが重要であると答えている
のに対して、45% が実店舗でも同じオプションを望んでいることが明らかになった。3 顧客
は次第に、小売企業ではなく自分がショッピング・プロセスをコントロールすることを望むよ
うになってきている。顧客は、自分の望むときに、望むところで、望む方法で商品を見つけ
て購入したいと考えているのである。

セルフ・サービスの小売：顧客は、自分自身の購買プロセスに対して、ますます当事者意識
を持つようになってきている。今日の顧客には、何を買うかということに関する発見やひら
めきにおいて、ほぼ無限とも言える選択肢がある。顧客は、取引の際に時刻や場所による
制約を受けることがない。顧客は、小売企業とのやりとりの中で、実にさまざまなセルフ・サー
ビス・テクノロジーを利用している。例えば、ほんの数例を挙げると、プライス・チェッカー、
セルフ・レジ、モバイル・アプリやモバイル決済、情報キオスク端末などである。こうした
傾向は、今後強まる一方であると考えられる。

91% 
コグニティブ・コンピューティングに詳
しい小売企業のエグゼクティブのうち、
これが自社で破壊的な役割を果たすと考
えている割合

83%
コグニティブ・コンピューティングに詳しい
小売企業のエグゼクティブのうち、これが自
社の今後に重大な影響をもたらすと考えて
いる割合

94%
コグニティブ・コンピューティングに詳しい
小売企業のエグゼクティブのうち、コグニ
ティブ機能への投資を予定している割合
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コグニティブ・コンピューティングとは 
コグニティブ・コンピューティングは、次のような
新しいコンピューティングのパラダイムである。 

• さまざまな構造化データと非構造化データの情
報源から学習し、知識を蓄積する

• 自然言語を理解し、人間とより自然に対話する

• トップ・パフォーマーの専門知識を収集し、それ
以外の人の専門知識の習得を促進する

• プロフェッショナルのコグニティブ・プロセスを
強化して、意思決定の改善を支援する

• 組織全体で意思決定の質と一貫性を高める

テクノロジーの進歩： テクノロジーにより、小売企業と顧客とのやりとりの方法が大きく変わっ
ている。しかし今はまだ、多くの小売企業が、テクノロジーの変化についていくのに四苦八
苦している。小売企業の 80% 以上が、モバイル・アプリを持つことが競合他社に対する主
要な優位性となることに同意している。4 顧客は、デジタル機器によって、自らの実店舗での
購入の 50% に影響が及ぶことになるであろうと述べている。5 米国のスマートフォン所有者の
74% は、アプリを通じて主要な機能やサービスを提供してくれる店舗があれば、そこで買い
物をする可能性が高くなるであろうと述べている。6

販売利益の減少：競争の激化と調達のグローバル化が原因で、多くの消費財の価格が低下
してきている。それと同時に小売企業は、店舗の賃料、従業員給与、およびテクノロジーと
いった分野への戦略的投資におけるコスト・インフレにも直面している。さらに小売企業の
間では、顧客のロイヤルティーと収益性の低下に関する懸念の声も高まってきている。例え
ば、ある大手小売企業は、自社のオンライン販売での収益性は実店舗での販売と比べて
50% 未満であると嘆いている。7

セキュリティー侵害：ID 窃盗やクレジット・カード詐欺といった事件とその影響が増大してい
る。8 中でも特に、POS システムや記録システム（SoR）を狙ったマルウェア攻撃が、ますま
す横行するようになってきている。

破壊から注力へ
小売企業は紛れもなく、この環境崩壊を切り抜けるための明確な道筋を描く必要がある。
小売企業がこれを成し遂げられるよう支援するために、IBM はその基礎を成す 3 つのテーマ
を発見した。それらは、コミュニケーション、コラボレーション、イノベーション、意思決定、
成果に関連している（図 1 および 2 を参照）。
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エンゲージメント：今日の顧客は、スピード、透明性、小売企業との個人的なやりとりを望ん
でいる。IBM の調査によると、小売企業のエグゼクティブのほとんどは、このような要望を
理解しているものの、顧客の期待事項とそれらに対する小売企業の提供能力との間には著
しいギャップが存在する。

小売企業は、標準手順の欠如と熟練した人材の不足のために、顧客の問題を解決すること
が特に困難であることに気付いている。多くの小売企業には、入手可能な膨大な量の顧客デー
タを利用して、知見を導き出し、パターンを見つけ、適切な体験を提供する能力が欠如して
いる。

出典：IBM Institute for Business Value.

図 1
破壊的変化から、小売業界にとっての 3 つの重点分野が明らかになっている

エンゲージメント
自社、サプライヤー、パートナー、

顧客のそれぞれの間の
コラボレーションを強化して、
すべてのチャネルにわたる

シームレスな体験を可能にする

発見
新たな手段の特定と新たな

アイデアの実行ができるように、
膨大な量のデータを体系的に

整理する能力を提供する

意思決定
ビジネス・モデル、コスト構造、
顧客行動の変化に合わせて、

状況に基づく証拠に裏付けられた
提言を与える
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発見： IBM の調査によると、小売企業のエグゼクティブの 59% は、業界モデルのイノベーショ
ンを積極的に推進しているものの、投資収益率（ROI）に対する過度に高い期待と必要なス
キルの不足に悩まされている。調査対象となった小売企業のエグゼクティブの 10 人中 6 人近
くが、ROI に対する期待があまりに高すぎると述べた。また調査対象者の過半数が、自社
にはビジネス・モデリング / ビジネス・ケースのスキルが不足していると述べた。さらに半数
近くが、自社には人材が不足していると述べた。

小売企業は、顧客のロイヤルティーを獲得できるような適切な訴求する価値の特定において
課題に直面している。さらにそれらの企業は、他社との差別化をもたらしてくれ、ほかとは
異なる新しい持続可能なビジネス・モデルを創出するのにも役立つ、テクノロジーやイノベー
ションの特定においても課題に直面している。

意思決定：調査対象となった小売企業のエグゼクティブのほぼ半数が、ビジネスに関する戦
略的な意思決定における自信の欠如を報告している。

そうした戦略的意思決定というのは、小売企業に、意思決定を後押しするためのデータお
よびアナリティクスの利用法に関する理解が不足している状況では特に困難である。例えば、
多くの小売企業は、数量、値引き、販売促進用クーポン、マルチチャネル・キャンペーンの
それぞれに関するデータの統合をはじめとする、マーチャンダイジング戦略の側面に苦労し
ている。

エンゲージメント
小売企業が、顧客サービスの提供において十分な
能力を持っていない主要な領域

発見
破壊的なイノベーションの追求における主要な課題

意思決定
小売企業のエグゼクティブの 47% は、ビジネスに
関する戦略的な意思決定を得意としていない

解決のスピード
65%

個人に合わせた体験
60%

セルフ・サービスの実現
57%

ROI に対する過度に高い期待
57%

ビジネス・ケース / モデリングのスキルの不足
52%

質の高い / 信頼できるデータの欠如
51%

スキルのある人材の不足
48%

サービスの質
56%

図 2
小売企業は、顧客サービス、破壊的なイノベーション、ビジネ
スに関する戦略的な意思決定において課題に直面している
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小売業界でのコグニティブ・コンピューティングの機会

従来のアナリティクスというのは、多くの分野において有効ではあるものの、急増している
データの全価値の十分な活用という点においては制約がある。ビッグデータは、新しい天然
資源であると言われている。9 この資源の量、種類、複雑さは、急速に増大し続けている。
ビジネス・データは、1.2 年ごとに倍増すると推定されている。10 多くの小売企業では、入手
可能なデータを十分に活用する能力が不足しているためにパフォーマンス・ギャップが生じ
ている（図 3 を参照）。

図 3
パフォーマンス・ギャップの解消

パフォーマンス・
ギャップ

実際の成果
しかし、限られた能力による制約いかんでは、 
組織の成果達成のペースはさらに遅くなる

機会
新しい働き方、業務の進め方、考え方

変
化

データの 4 つの V（Volume [ 量 ]、Variety [ 種類 ]、Velocity [ 速度 ]、Veracity [ 正確さ ]）

出典：IBM Institute for Business Value.
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コグニティブ・コンピューティングは、人間とシステムの双方の制限を取り払って、組織がこ
うしたパフォーマンス・ギャップを解消できるようにする。人間の脳というのは、限られた量
の情報しか吸収して処理することができない。また人間には、肉体的疲労や精神的疲労は
もとより間違いもつき物である。従来の分析システムは、曖昧さに悩まされる。従来のコン
ピューティングのパラダイムは、事前にプログラミングされた柔軟性のないもので、学ぶこと、
推論すること、関連付けること、あるいは自然言語で対話することができない。しかしコグ
ニティブ・システムは、知識を蓄積して学習し、自然言語を理解し、推論し、人間とより自
然に対話することができる。

小売企業のエグゼクティブは、コグニティブ・コンピューティングに業界を根本的に変革する
潜在性があることを認めている。このテクノロジーに詳しい小売企業のリーダーの 91% は、
コグニティブ・コンピューティングがこの業界で破壊的な役割を果たすと考えていて、83% は
それが自社の今後のビジネスに重大な影響をもたらすと考えている。さらに、コグニティブ・
コンピューティングに詳しい小売企業のエグゼクティブの 94% は、自社は近い将来にコグニ
ティブ・テクノロジーに投資する可能性が高いと述べている（図 4 を参照）。

コグニティブ・コンピューティングに詳しい小売企
業のエグゼクティブのうち、これが自社の今後のビ
ジネスに重大な影響をもたらすと考えている割合

83% 

91% コグニティブ・コンピューティングに詳し
い小売企業のエグゼクティブのうち、これ
が業界で破壊的な役割を果たすと考えて
いる割合

コグニティブ・コンピューティングに詳し
い小売企業のエグゼクティブのうち、将来
的にはコグニティブ機能に投資する可能
性が高いと考えている割合

1 ～ 2 年

3 ～ 4 年

5 年以上

6%

39%

49%

94% 

図 4
コグニティブ・コンピューティングには、小売業界を根本的に
変革する潜在性がある
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エンゲージメント機能
コグニティブ・システムは、人間とシステムが対話する方法を根本的に変革できる。さらに、
専門家からの支援を提供する機能を活用することで、人間の能力を飛躍的に拡大できる。
コグニティブ・システムは、対象分野に関する深い知見を引き出し、その情報をタイムリーに、
自然に、そして役立つ方法で人間にもたらすことで、アドバイスを提供する。コグニティブ・
システムは、アシスタントの役割を果たすことができる。アシスタントではあるが、睡眠を必
要とせず、また大量の構造化および非構造化情報を理解し、曖昧で自己矛盾したデータで
あっても処理し、学習することができる 。

小売企業は、コグニティブ機能を利用して買い物客の行動を把握し、その意図を探り、そし
て各個人に合わせたアドバイスと的確な製品の推奨によって買い物客を誘導することができ
る。その結果、小売企業はさまざまなソースからのデータを利用して深い知見を得ることに
なり、それによって各々の顧客に最適なショッピング体験を提供することができる。

エンゲージメント
コグニティブ・ソリューションが豊かな顧客体験の実現に貢献
コグニティブ・アプリケーションはすでに市場に出回っていて、豊かな顧客体験の実現
に役立っている。

• RedAnt は、コグニティブ機能を利用して、顧客層、購買履歴、欲しい物リストはもとよ
り、製品情報、現地の価格設定、カスタマー・レビュー、技術仕様までも分析することで、
従業員が個々の顧客の購買嗜好を容易に見極められるようにしている。11

• e- コマースおよびカスタマー・エンゲージメント・ソリューションのプロバイダーである
Sellpoints は、Natural Selection という新しいアプリを発売している。これは、コグニティ
ブ・コンピューティングを活用し、ユーザーが個々の買い物客の嗜好や意図をより的確
に理解するのに役立つアプリである。このアプリを利用すると、複雑な質問や調査を行
う代わりに消費者が自然言語で質問をして、たった 2 回のタップまたはクリックで、一
連の適切かつ個別化された提案をすばやく返すことができる。12
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発見
コグニティブ機能が小売企業にとって有益な知見の発見に貢献
コグニティブ・システムはすでに市場に出回っていて、小売企業が顧客に関する有益な知
見を見つけ出すのに役立っている。

• NextUser は、コグニティブ・コンピューティングを利用してユーザーの嗜好を見極め、マー
ケティング担当者が個々のユーザーに合わせてコミュニケーションをより的確に個別化
できるようにしている。13

• StatSocial は、ソーシャル・コンテンツとブログ・コンテンツを分析して、消費者の層、
類似性、および性格型を把握している。これによってブランドおよびマーケティング担
当者は、顧客の本質的なニーズと価値観を理解することができる。14

発見機能
全世界の小売企業が、社内外のソースからの膨大な量の情報にアクセスすることができる。
このアクセスによって組織に、社内外から入手できる膨大な量の情報全体の中から、利用価
値の高い貴重な知見を見つけ出す機会がもたらされる。

さまざまなデータを分析することにより、コグニティブ機能は顧客の全体像を提供すること
ができる。コグニティブ機能を利用すると、行動を分析して性格に関する知見を発見するこ
とができ、そのため小売企業は、キャンペーンや販売促進活動をより効果的に実施すること
ができる。
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意思決定
主要なグローバル・デジタル・テクノロジー企業が、コグニティブ機能を利用して、自
社のビジネスの根本的変革を行うための知見を創出 15  
画像処理製品の大きな技術的変化を踏まえて、ある企業が、自社のビジネス（マーケティ
ング業務、カスタマー・コール・センター、製品開発）の根本的変革を行うことを決断した。
同社は、あらゆる年齢の人々がデジタル・ビジュアリゼーションについてどのように感じ
ているかを理解したいと考えた。さらに同社は、その他の顧客のやりとりの内容を分析
して、自社の顧客基盤の考え方、感情、意見、感性を全体的な観点から理解したいとも
考えた。
そこで同社は、ソーシャル・メディアでの顧客の感情の分析と、自社のコール・センター
を通じた顧客の声の分析を行うために、コンテンツ・アナリティクス・ソリューションを導
入した。このソリューションを利用して、同社は迅速に問題を特定して解決策を見つけ出
している（例えば、なぜシャッター・スピードが速かったのか、なぜプリンター接続が悪かっ
たのか、など）。
その結果、同社では、2016 年を通して営業利益の大幅な増大が実現することが見込ま
れている。

意思決定機能
コグニティブ・システムは、根拠に基づくより適切な選択肢を提示することで意思決定を支
援し、人間の予断を減らす。コグニティブ・システムは新しい情報、結果、活動に基づいて
継続的に進化する。現在のコグニティブ・システムは、コグニティブ機能を通じて収集・分析
された情報を利用してビジネスに関する意思決定を下す人間に、一連の選択肢を提案するア
ドバイザーとして能力を発揮する。

コグニティブ・システムは、小売の専門家が、より多くの情報に基づいて適時に意思決定を
下すために役立っている。例えば、コグニティブ機能は詐欺や脅威の検知に役立ち、顧客
の信頼とロイヤルティーを向上させることができる。またこの機能は、小売企業がサプライ・
チェーンや在庫管理をより適切に最適化するのにも役立つ。
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前進のために

コグニティブに対する意欲にもかかわらず、多くの場合、学習曲線はある時点から急激に上
昇することを認識する必要がある。システムの実装とユーザーとの対話に関しては、コグニティ
ブ・システムは根本的に従来のプログラムに基づくシステムとは異なる。16 小売企業は、前進
するための適切なスキルと専門知識の保有について特に心配している。コグニティブ・コン
ピューティングの先駆者にとって極めて重要な成功要因が 3 つある（図 5 を参照）。

図 5
コグニティブを導入済みの企業が特定した、成功のための 3 つの重要な行動領域

出典：IBM Institute for Business Value.
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価値の定義
早い段階で計画を立てることで、リソースの投資収益率を最大にすることができる。小売企
業にとってのコグニティブ・システムの価値を定義することは不可欠であり、これは次の手順
で構成される。

適切な機会を見つける – コグニティブ・ソリューションは、明確な一連の課題に最適である。
小売企業は、コグニティブ機能が必要かつ適切であるか否かを判断するために、具体的な
問題を分析する必要がある。

• その課題は、現在、さまざまな情報源（ソーシャル・メディア、購買履歴、天気予報など）
から適時に回答と知見を探すといった、人間が問題について意思決定を下したり熟考した
りするのに途方もない時間がかかっているプロセスや機能に関係しているか。

• ユーザーが、自然言語でシステムと対話する必要があるか（顧客がモバイル機器で、自分
の特定のニーズに合った適切な製品を探している場合など）。

• その課題は、質問や問い合わせに対するランク付けされた回答に対して、透明性と裏
付けとなる証拠（小売チェーンにおける調達決定など）を提供する必要があるプロセ
スや機能に関係しているか。

訴求する価値を明確にし、コグニティブ導入への行程を示す – コグニティブ・コンピューティ
ングによって提供される差別化された価値と、管理部門のビジネス価値（予算配分に関する
より迅速な意思決定からコスト削減に至るまで）の両方を明らかにする。また、エグゼクティ
ブ・レベルの支援を受けて、コグニティブ・コンピューティングのビジョンとロードマップを作
成する。適切なエグゼクティブとステークホルダー（従業員やビジネス・パートナーなど）に、
ロードマップの進捗状況について継続的に伝える。
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価値実現について現実的になる – コグニティブ・コンピューティング・システムの利点は、初
期導入時の一度の「ビッグ・バン」では実感できない。これらのシステムは継続的に進化・
向上して、時間と共に価値の向上へとつながっていき得るのである。この現実を主要なステー
クホルダーに伝え、組織、顧客、ビジネス・パートナーに対するメリットを示す。段階的に
導入するか、テクノロジーの発展的な性質を理解している一部の信頼できるユーザーにソ
リューションを展開することを検討する。

基盤の準備
次の点に重点を置くことにより、コグニティブ・コンピューティング・ソリューションの実装に
成功するための基盤を準備する。

人材に投資する – コグニティブ・ソリューションに対してはプログラミングではなく「訓練」
を行う。コグニティブ・ソリューションは対話、結果、新しい情報から「学習」し、組織が
専門知識を拡大できるように支援するものだからである。この労働集約型の訓練プロセスは

「教師あり学習」とも呼ばれるように、人間の SME（対象分野の専門家）による取り組みが
必要である。

小売分野の専門知識に加えて、コグニティブ・システムの実装では、自然言語処理、機械学
習、データベース管理、システムの実装と統合、インターフェースの設計、変更管理に関する
専門知識も必要になる。また、チーム・メンバーには、知的好奇心という目に見えない「ス
キル」も要求される。システム、ユーザー、組織にとって、学習プロセスが終了することは
決してない。

大規模な小売企業の場合には、コグニティブ・コンピューティングのセンター・オブ・エクセ
レンスを確立すると、必要な人材を確保して成功を繰り返すのに役立つ場合がある。
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品質の高いコーパス ( 調査対象のドメインに関連する文書の集合 ) を構築し、その確実な
実現を支援する – コグニティブ・システムの品質は、そのデータ次第である。コーパスに含
めるデータの選択に、十分な時間をかける必要がある。これには、複数のデータベースやそ
の他のデータ・ソース、さらにはリアルタイムのデータ・フィードやソーシャル・メディアから
の構造化データ（購買履歴など）と非構造化データ（ソーシャル・メディアなど）が含まれる
ことがある。データは、ソーシャル・メディア、経済報告書、最新の気象情報などの、利用
されていない新しい情報源からも発生することが多い。また、過去の文書と新しい文書の
両方に重点を置いて、自社の将来のコーパスを確実に実現するために、記録のデジタル化に
投資する。

ポリシー、プロセス要件、影響を検討する – プロセスと人員の作業方法に対する潜在的影
響を評価する。ユーザーは、従来の入力 / 出力システムとはまったく異なる方法でコグニティ
ブ・システムと対話するため、プロセスと職務に影響を及ぼす可能性がある。また、データ・
ポリシーの変更が必要であるか否かを検討する。必要なデータを入手することで、既存のデー
タ共有ポリシーの限界を検証することができ、また新しいポリシー、規制、契約や、これら
の修正が必要になることもある。

変更管理
従来のプログラム可能なシステムと比較して、コグニティブ・システムはまったく新しいシス
テムである。したがって、変更管理はこれまで以上に重要になり、すでにエコシステム全体
にわたって数多くの変更を経験している業界では、その重要度がさらに増すことになる。

コグニティブ導入プロセスにエグゼクティブを関与させる – エグゼクティブの関与は、コグニ
ティブに関するビジョンとロードマップの明確化へのへの積極的参加から始めて、導入の過
程を通じて継続されるようにすべきである。これには、段階的な進捗状況と価値実現の定
期的レビューへのエグゼクティブの参加も含まれる。

14 顧客目線での思考



すべてのレベルでコグニティブ・ビジョンを伝える – コグニティブ・コンピューティングは新し
く、ほとんどの人々によって十分に理解されていないため、すべてのレベルで定期的にコミュ
ニケーションを取ることが不可欠である。コミュニケーションにおいては、エグゼクティブ、
従業員、顧客、ビジネス・パートナーを含めた、すべてのステークホルダーを考慮に入れる
ようにする。不安、懸念、疑念に対して正面から対応し、経営陣の後援者を利用して、小売
企業の使命に対するコグニティブの価値を補強する。

組織のコグニティブ IQ を継続的に高める  – コグニティブが確実に理解され、採用されるよ
うにするためには、教育が不可欠である。特に重要なことは、システムによって生成される
推奨事項に関連する期待値を管理することである。コグニティブ・システムは、決定論的（す
べての入力に対して一定の回答がある）ではなく、確率的（それぞれに確率が割り当てられ
た複数の可能な回答がある）である。システムが長期間にわたって学習するにつれて正解率
は向上するが、この正解率が 100% に達することは決してない。正解率に関して早期にステー
クホルダーを教育し、段階的な改善に関して定期的なレビューを実施する。
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コグニティブへの準備状況を確認するための質問

• 自社の顧客のためのより魅力的で個人に合わせた体験を、どのようにして創出するつもり
であるか。

• すべての業務分野および業務機能全体にわたって構造化データおよび非構造化データを
効果的に利用する範囲を、どのようにして評価するか。

• 自社のコグニティブ・コンピューティングの IQ はどれだけか。スタッフは、コグニティブ・
コンピューティングとそのメリットをどの程度認識しているか。

• 自社内でコグニティブ・コンピューティング・サービスのサポートおよび管理を行うためには、
自社にどのような能力が必要であるか。

• どのようにして自社にコグニティブ・コンピューティングを実装するつもりであるか。自社
のビジネス・モデルや業務運営モデルがどのようなものとなるかを考えたことがあるか。
自社の戦略的目標の達成を目指す中でのコグニティブ・コンピューティングの成功を、ど
のようにして評価するつもりであるか。

• コグニティブ・コンピューティングのビジネス・ケースに対する経営上層部のコミットメントを、
どのようにして確保するつもりであるか。

詳細について
IBM Institute for Business Value の調査結果の詳細に
ついては iibv@us.ibm.com をご覧ください。IBM の 
Twitter を @IBMIBV でフォローしてください。調査の
カタログ全文または月刊ニュースレットの購読をご希
望の場合は、ibm.com/iibv よりお申し込みください。

iPad またはアンドロイド向け無料アプリ「IBM IBV」を
ダウンロードすることにより、IBM Institute for Business 
Value のレポートをタブレットでご覧いただけます。

変化する世界に対応するためのパートナー
IBM はお客様と協力して、業界知識と洞察力、高度な
研究成果とテクノロジーの専門知識を組み合わせるこ
とにより、急速な変化を遂げる今日の環境における卓
越した優位性の確立を可能にします。

IBM Institute for Business Value 
IBM グローバル・ビジネス・サービスの IBM Institute 
for Business Value は企業経営者の方々に、各業界の
重要課題および業界を超えた課題に関して、事実に基
づく戦略的な洞察をご提供しています。

日本語翻訳監修
清宮　淳
日本アイ・ビー・エム株式会社
グローバル・ビジネス・サービス事業
流通サービス事業部
小売事業サービス事業部長
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調査の手法と方法論
最初の「IBM Your cognitive future」調査の続きとして、IBM は 2015 年前半に追加調査を実
施して、選定した業界に深く分け入り、コグニティブ・コンピューティングの機会を探った。
Economist Intelligence Unit によって実施された調査を通して IBM は、小売（100 名）、医療、
銀行、保険、政府、通信、ライフサイエンス、消費財、石油およびガスなど、さまざまな業
界を代表する世界中の 800 名を越えるエグゼクティブから知見を得られた。この調査では、
IBM の各部門にわたる SME（対象分野の専門家）との面談と、補足的な机上調査も実施した。
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